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住宅着工戸数(2018 年７月) 

 ～前月比でプラスとなるも、反動増は小幅にとどまる～ 
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○７月の住宅着工戸数は 95.8万戸 

国土交通省より発表された７月の新設住宅着工戸数は前年比▲0.7％（コンセンサス：同▲4.3％、

レンジ：▲6.5％～＋0.6％）とコンセンサスを上回る結果となり、季節調整値（年率換算）では 95.8

万戸（前月比＋4.7％）となった。 

利用関係別に季節調整値をみると、持家、貸家、分譲の３項目はいずれも前月から増加となった。

特に、分譲（６月：22.8万戸→７月：26.1万戸）の増加が顕著であった。分譲の内訳をみると、マン

ション（６月：9.2万戸→７月：11.9万戸）、戸建（６月：14.0万戸→７月：14.0万戸）と戸建が横

ばいで推移する中で、マンションが分譲の増加を牽引している。持家（６月：27.4万戸→７月：28.4

万戸）については良好な雇用所得環境を背景に増加し、前年比でもプラスでの推移となった。貸家

（６月：40.2万戸→７月：41.0万戸）については、増加となったものの、均してみれば低調な推移が

続いている。 

 

○消費増税に伴う駆け込み需要により徐々に回復する見込み 

先行きについて、持家は、良好な雇用所得環境を追い風に、緩やかな持ち直しの動きが続くだろう。

貸家については、金融庁による銀行のアパートローンへの監視は当面続くと考えられ、低調な推移が

継続するとみている。分譲については、マンション販売価格の高止まりや在庫が高い水準で推移して

いることを受けて、弱めの動きが続くと考えられる。ただし、2018年以降に超高層マンション（いわ

ゆるタワーマンション）の建設・計画が 10万戸を越える規模であることから、超高層マンションの着

工が住宅着工の単月での振れ幅を増幅させる可能性には注意が必要である。また、2019年 10月の消費

(単位：万戸）

新設住宅着工戸数 持家 貸家 分譲
（季年率） 前年比 （季年率） 前年比 （季年率） 前年比 （季年率） 前年比

％ ％ ％ ％

2017年 8月 94.2 ▲ 2.0 27.6 ▲ 7.4 41.3 ▲ 4.9 24.9 12.0
9月 95.6 ▲ 2.9 28.0 ▲ 2.7 42.4 ▲ 2.3 24.8 ▲ 5.3

10月 94.5 ▲ 4.8 28.0 ▲ 4.8 41.1 ▲ 4.8 24.3 ▲ 4.8
11月 96.2 ▲ 0.4 27.9 ▲ 4.2 42.1 ▲ 2.9 26.1 8.7
12月 93.6 ▲ 2.1 28.0 ▲ 2.5 38.0 ▲ 3.0 24.9 ▲ 1.3

2018年 1月 85.6 ▲ 13.2 28.4 0.1 38.4 ▲ 10.8 20.6 ▲ 27.5
2月 92.6 ▲ 2.6 27.4 ▲ 6.1 41.1 ▲ 4.6 22.1 3.4
3月 89.5 ▲ 8.3 27.5 ▲ 4.2 38.7 ▲ 12.3 24.1 ▲ 3.6
4月 99.2 0.3 28.6 ▲ 1.9 42.0 ▲ 2.1 27.8 5.0
5月 99.6 1.3 29.4 ▲ 2.2 40.6 ▲ 5.7 28.5 12.2
6月 91.5 ▲ 7.1 27.4 ▲ 3.4 40.2 ▲ 3.0 22.8 ▲ 18.8
7月 95.8 ▲ 0.7 28.4 0.3 41.0 ▲ 1.4 26.1 ▲ 0.7

（出所）国土交通省「住宅着工統計」
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増税を前に駆け込み需要を見込んだ着工が徐々に増加していくことで、住宅着工戸数全体は底上げさ

れるものとみられる。7 月の景気ウォッチャー調査で「消費税の引上げを意識する客が増えてきており、

受注量が伸び始めている（住宅販売会社）」や７月のさくらレポートで「消費増税前の駆け込み需要

を見越して、メーカー各社が分譲戸建の着工を増やしつつある（金沢）」など、消費増税に伴う駆け

込み需要が発現していることを示すコメントが増えてきていることから、消費増税に伴う駆け込み需

要を追い風に、住宅着工件数は全体として緩やかに回復していくとみている。 
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(出所)国土交通省「新設住宅着工統計」


